
受付印

年　　　月　　　日

大阪府　　　　　府税事務所長　様

① 承認等の区分・事由 ② ①の事実発
生等年月日

年　月　日

（最初連結事業年度）
□  設立事業年度
□  設立翌事業年度
　自　　 年　月　日
　至　　 年　月　日

□自　　　年　月　日
至　　　年　月　日

□自　　　年　月　日
至　　　年　月　日

□自　　　年　月　日
至　　　年　月　日

□自　　　年　月　日
至　　　年　月　日

□自　　　年　月　日
至　　　年　月　日

□自　　　年　月　日
至　　　年　月　日

□自　　　年　月　日
至　　　年　月　日

□自　　　年　月　日
至　　　年　月　日

□自　　　年　月　日
至　　　年　月　日

□自　　　年　月　日
至　　　年　月　日

□自　　　年　月　日
至　　　年　月　日

□自　　　年　月　日
至　　　年　月　日

□自　　　年　月　日
至　　　年　月　日

□自　　　年　月　日
至　　　年　月　日

□自　　　年　月　日
至　　　年　月　日

□自　　　年　月　日
至　　　年　月　日

□自　　　年　月　日
至　　　年　月　日

□自　　　年　月　日
至　　　年　月　日

□自　　　年　月　日
至　　　年　月　日

□自　　　年　月　日
至　　　年　月　日

□自　　　年　月　日
至　　　年　月　日

□自　　　年　月　日
至　　　年　月　日

□  最初連結事業年度
□  連結適用事業年度
　自　　 年　月　日
　至　　 年　月　日

□  最初連結事業年度
□  連結適用事業年度
　自　　 年　月　日
　至　　 年　月　日

□  最初連結事業年度
□  連結適用事業年度

　自　　 年　月　日
　至　　 年　月　日

□  最初連結事業年度
□  連結適用事業年度
　自　　 年　月　日
　至　　 年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

年　月　日

登記

③連結親法人の最初
連結事業年度又は
連結適用事業年度

④ み な し 事 業 年 度
（連結適用事業年度について□にレを記入してください）

ア□連結納税の承認を受けた

イ□完全支配関係を有することとなった

ウ□連結納税の承認の取消し処分を受けた

オ□連結納税の取りやめの承認を受けた

大阪府内における
主たる事務所等所在地

異　動　事　項

異動年月日

異　　　動　　　前

年　　　月　　　日

年　　月　　日

設　立　年　月　日

年　　　月　　　日登記年月日

添付書類 ・事実を証する書類の写し
・登記事項証明書

※ この申告書の記載事項について必要があるときは、「備考」欄への記載又は所要の調整をして使用してください。 （2.10）

税
　
理
　
士
　
氏
　
名

電
話
番
号

異　　　　動　　　　後

本　　　　　店
所　　在　　地

法　　人　　名
及び法人番号

税 理 士 氏 名 電話番号 （　　　　　　）　　　　　　  －

フ　リ　ガ　ナ

エ□連結完全支配関係を有しなくなる等の
　　事実が生じた
事実が生じた法人

□親法人の完全支配が解消した　□解散した

□合併解散した　□分割型分割法人となった

□他の内国法人に完全支配された　□その他

□親法人 □子法人

　大阪府税条例第 3 4 条の 2第 2項又は第 4 1 条の 1 1 第 2 項の規定により、法人税法第 4条の 2の承認等に伴って生じる地方税法第 7 2
条の 1 3 に規定する事業年度等の異動事項について次のとおり申告します。

処理
事項

入力済 照合済 索引簿 親　番　号 管理番号 （
提
出
用
）

備
　
考

備 

考

法人異動事項（連結納税承認等事項）申告書

申告書提出法人

1　 連結納税承認等に伴う事業年度等の事項

2　 連結親法人に関する事項（※この申告書を提出する法人が連結子法人の場合に記載してください。）

3　 その他の異動事項

本　　　　　店
所　　在　　地

電　話（　　　　　）　　　　　－

〒

電　話（　　　　　）　　　　　　　 －
〒

電　話（　　　　　）　　　　　　　 －
〒

㊞

㊞

〒

電　話（　　　　　）　　　　　－
フ　リ　ガ　ナ

法　　　人　　　名

法　人　番　号

代　表　者　氏　名

大阪府内における
主たる事務所等所在地

□　連結親法人 □　連結子法人

様式第 11 号の 2
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１　用途等

法人異動事項（連結納税承認等事項）申告書の記載要領

　この申告書は、大阪府内に事務所又は事業所を有する法人で、法人税法等の一部を改正する法律（平成14

年７月法律第７９号）による改正後の法人税法第４条の２の適用を受ける連結法人（連結親法人又は連結子

法人）が、同法第４条の３の規定に基づく連結納税の承認等に伴って生じた地方税法の一部を改正する法律

（平成１４年７月法律第８０号）による改正後の地方税法第７２条の１３に規定する事業年度又はみなし事

業年度及びその他の異動事項を申告する場合に使用してください。

３　添付書類

※この申告書の記載事項について必要があるときは、「備考」欄への記載又は所要の調整をして使用してください。

・ 「事実を証する書類の写し」については、連結納税の承認通知がなされた場合の当該通知書、取消処分

の通知書又は取りやめ承認の通知書等の写し１部を添付してください。

・ 「登記事項証明書」については、申告する異動事項に関し、登記事項の変更が伴う場合に限り登記事項

証明書の写し１部を添付してください。

２　記載方法

（１）「申告書提出法人」欄には、この申告書を提出する法人が連結親法人又は連結子法人のいずれであるのか

について、「□」に「レ」を記入してください。

（２）「本店所在地」欄には、定款に記載されている本店又は主たる事務所等の所在地等を記載してください。

（３）「大阪府内における主たる事務所等所在地」欄には、大阪府内の事務所等のうち、主たる事務所等の所在

地等を記載してください。

（４）法人番号（13桁）を記載してください。

（５）「１　連結納税承認等に伴う事業年度等の事項」欄の記載

ア「①　承認等の区分・事由」欄には、連結納税の承認等の区分として「ア□」から「オ□」のうち、該当

する「□」に「レ」を記入してください。

　　なお、「エ□」に「レ」を記入した場合には、「事実が生じた法人」が「□親法人　□子法人」のいず

れであるかについて「□」に「レ」を、また、該当する事実について「□」に「レ」をそれぞれ記入して

ください。

イ「②　①の事実発生等年月日」欄には、「①　承認等の区分・事由」の発生年月日を記載してください。

　　なお、「エ□」に「レ」を記入した場合で、登記事項であるものについては、登記年月日も記載してくだ

さい。

ウ「③　連結親法人の最初連結事業年度又は連結適用事業年度」欄には、この申告書を提出する法人が連結

親法人又は連結子法人のそれぞれの場合において、「①承認等の区分・事由」欄の該当する区分に応じ、

連結親法人の最初連結事業年度又は連結適用事業年度を記載し、「ア」に該当する場合を除き、記載した事

業年度が最初連結事業年度又は連結適用事業年度のいずれであるのかについて、「□」に「レ」を記入して

示してください。

　　なお、「ア」に該当している場合において、連結納税の承認を受けた連結親法人の事業年度が設立事業年

度である場合には「□　設立事業年度」の「□」に、設立事業年度の翌事業年度である場合には「□設立

翌事業年度」の「□」に「レ」を記入してください。

エ「④　みなし事業年度」欄には、この申告書を提出する法人が連結親法人の場合にあっては「①承認等の

区分・事由」欄の該当する区分（「アに該当する場合」を除く）に応じて記載した最初連結事業年度又は連

結適用事業年度について、みなし事業年度が生じた場合に当該事業年度を記載してください。

　　また、この申告書を提出する法人が連結子法人の場合にあっては、「①承認等の区分・事由」欄の該当す

る区分に応じて設定された「③　連結親法人の最初連結事業年度又は連結適用事業年度」に関連して生じ

たみなし事業年度を記載するとともに、当該事業年度のうち連結適用事業年度となるものについて、「□」

に「レ」を記入して示してください。

※　ウ及びエで記載する各事業年度は、法人税の課税標準の算定期間である事業年度と同一なものとなりま

すので留意してください。

（６）「２　連結親法人に関する事項」欄には、この申告書を提出する法人が連結子法人である場合にのみ、連

結親法人名等の事項を記載してください。

　　　なお、「設立年月日」欄には、平成１４年４月１日以降に設立された連結親法人である場合に限り記載し、

大阪府内に事務所等を有さない場合の「大阪府内における主たる事務所等所在地」欄への記載は「事務所

等なし」と記載してください。

（７）「３　その他異動事項」欄には、この申告書を提出する場合において、（５）又は（６）の事項以外の事

項について異動がある場合にその事項等を記載してください。
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